
名古屋大学学術機関リポジトリ要項 
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制  定 平成 27 年 3 月 18 日 
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（趣旨） 

第 1 名古屋大学（以下「本学」という。）において運用する名古屋大学学術機関リポジトリ（以

下「NAGOYA Repository」という。）に関する事項は，この要項の定めるところによる。 

（目的） 

第 2 NAGOYA Repository は，本学における教育・研究活動によって生成される学術論文，学位論

文，図書，報告書等（以下「学術論文等」という。）及び「名古屋大学学術データポリシー」が

対象とする学術データ（以下「学術データ」という。）を社会に還元することで，学術研究及び

社会貢献に資することを目的とする。 

第 3  NAGOYA Repository は，前条の目的を達成するため，学術論文等及び学術データを電子的

に記録したもの（以下「教育・研究成果」という。）を，名古屋大学附属図書館（以下「附属図

書館」という。）において網羅的に収集，蓄積及び保存を行い，電子的手段を通じて学内外に無

償で発信及び公開する。 

2 前項に規定するもののほか，NAGOYA Repository は，次に掲げることを行うことができる。 

一 本学の役員又は職員が委員又は代表を務める学会等の学術研究団体（以下「学会等」とい

う。）の電子的な研究成果について，学会等からの利用申請に基づき，附属図書館が蓄積及び

保存を行い，電子的手段を通じて学内外に無償で発信及び公開すること。 

二 本学の教育・研究活動のために所蔵する古文書，古典籍，教材等のうち電子的に記録した

もので，第 6に定める公開要件を満たすもの（以下「教育・研究資料」という。）の収集，蓄

積及び保存を行い，電子的手段を通じて学内外に無償で発信及び公開すること。 

三 前号の教育･研究資料に関連する他機関（個人を含む。以下「所蔵他機関」という。）が所

蔵する電子的な資料について，所蔵他機関からの利用申請に基づき，附属図書館が蓄積及び

保存を行い，電子的手段を通じて学内外に無償で発信及び公開すること。 

（登録者） 

第 4 登録者は，次に掲げる者とする。 

一 本学に役員，職員又は大学院学生として在籍し，又は在籍したことがある者 

二 本学から博士の学位を授与された者 

三 学会等 

四 その他，附属図書館長が適当と認めた者 

（教育・研究成果の公開要件） 

第 5  NAGOYA Repository により公開することができる教育・研究成果は，次に掲げるすべての

要件を満たすものとする。 

一 登録者が，本学在籍中に，単独若しくは他と共同で作成した教育・研究成果（学術データ

においては、「名古屋大学学術データポリシー」が定義した範囲を含む。）又は，学会等の研

究成果であること。ただし，教育・研究成果の知的財産権者（著作権，著作者人格権，特許

権，商標権等を保持する者を含む。以下同じ。）が許諾するものに限る。 

二 登録者から本学に無償で提供されるものであること。 

三 知的財産権に係る法令，本学の規程等が遵守されていること。 





（教育・研究成果及び教育・研究資料の削除） 

第 8 附属図書館長は，以下の場合に，NAGOYA Repository に登録された教育・研究成果及び教育・

研究資料を削除しなければならない。 

一 他者の知的財産権を侵害し，又は侵害するおそれがある場合 

二 公序良俗に反する，盗用若しくは剽窃による成果である場合又は内容が著しく不適切であ

る場合 

三 その他，登録によって支障が生じると認められる場合 

四 教育・研究資料が，次項各号の場合に該当する場合 

2 附属図書館長は，以下の場合（前項各号に規定する場合を除く。）に，NAGOYA Repository に

登録された教育・研究成果を削除することができる。 

一 登録者又は知的財産権者が，書面にて理由を付して削除の申請を行った場合 

二 その他，公開によって支障が生じると認められる場合 

3 附属図書館長が第 1項又は前項により教育・研究成果又は教育・研究資料を削除した場合は，

当該教育・研究成果又は教育・研究資料の登録者に削除した旨及び理由を通知するものとする。 

4 附属図書館長は，第 2項各号に該当する教育・研究成果であっても，削除せずに非公開又は不

使用とすることができる。この場合において，附属図書館長は，当該教育・研究成果又は教育・

研究資料の登録者に，非公開又は不使用にした旨及び理由を通知するものとする。 

（利用条件） 

第 9 NAGOYA Repository に登録された教育・研究成果及び教育・研究資料を利用する者は，その

利用が，著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）に規定する私的使用目的の複製，引用等の権利制

限の範囲を超える場合には，附属図書館を通じて，当該教育・研究成果及び教育・研究資料の

著作権者から事前に許諾を得なければならない。 

2 NAGOYA Repository に登録された教育・研究成果が，NAGOYA Repository で公開する以前に出

版権者等により出版又は公表されており，投稿規則，出版契約等により当該出版権者等が利用

に係る条件を定めている場合，その条件の範囲内において利用に供する。 

（免責事項） 

第 10 教育・研究成果又は教育・研究資料の NAGOYA Repository への登録，公開又は利用によっ

て生じた損害について，本学はその責任を負わない。 

（雑則） 

第 11 この要項に定めるもののほか，NAGOYA Repository の運用に関し必要な事項は，図書館委

員会の議を経て，附属図書館長が定める。 

附 則 

1 この要項は，平成 27 年 3 月 18 日から実施する。 

2 名古屋大学学術機関リポジトリ暫定要項（以下「暫定要項」という。）は廃止する。 

3 暫定要項に基づいて収集，蓄積及び保存された教育・研究成果は，この要項に基づいて取り扱

うものとする。 




